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   公文書開示決定又は公文書不存在決定に係る異議申立てに対する決定に 

ついて（答申） 

 

 下記の諮問事案については、別添のとおり答申します。 

 

記 

 

１ 平成２５年１月１１日付け広市教施第１００６３号の諮問事案（諮問第６２号関係） 

２ 平成２５年１月２５日付け広市教施第１００６７号の諮問事案（諮問第６４号関係） 

３ 平成２５年２月６日付け広市教施第１００７７号の諮問事案（諮問第６５号関係） 

４ 平成２５年３月４日付け広市教施第１００８３号の諮問事案（諮問第６６号関係） 

５ 平成２５年７月１８日付け広市教施第４４号の諮問事案（諮問第６８号関係） 
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別添（諮問第６２，６４，６５，６６，６８号関係）                  

 

答   申   書 

 

  諮問のあった事案について、次のとおり答申します。 

 【諮問事案】 

 ① 平成２５年１月１１日付け広市教施第１００６３号の諮問事案（諮問第６２号事案） 

平成２４年１１月６日付けの開示請求に対し、広島市教育委員会（以下「実施機

関」という。）が同月１６日付け広市教施第１００４０号で行った公文書開示決定に

対する同月１８日付けの異議申立て      

 ② 平成２５年１月２５日付け広市教施第１００６７号の諮問事案（諮問第６４号事案） 

    平成２４年１１月２１日付けの開示請求に対し、実施機関が同年１２月５日付け

広市教施第１００４９号で行った公文書不存在決定に対する同月６日付けの異議申

立て  

 ③ 平成２５年２月６日付け広市教施第１００７７号の諮問事案（諮問第６５号事案） 

    平成２４年１１月１４日付けの開示請求に対し、実施機関が同月２８日付け広市

教施第１００４５号で行った公文書開示決定に対する平成２５年１月１６日付けの

異議申立て 

 ④ 平成２５年３月４日付け広市教施第１００８３号の諮問事案（諮問第６６号事案） 

    平成２５年１月２２日付けの開示請求に対し、実施機関が同年２月１日付け広市

教施第１００７２号で行った公文書不存在決定に対する同月２日付けの異議申立て  

 ⑤ 平成２５年７月１８日付け広市教施第４４号の諮問事案（諮問第６８号事案） 

    平成２５年６月１４日付けの開示請求に対し、実施機関が同月２７日付け広市教

施第３８号で行った公文書不存在決定に対する同月２８日付けの異議申立て  

 

第１  審査会の結論 

 

１ 諮問第６２号事案及び諮問第６５号事案 

「２０１１年１１月６日ＰＴＡ主催『ふれあいバザー』及び２０１２年１１月３日

～１４日ＰＴＡテント等に係る広島市○○小学校（以下「○○小」という。）グランド

使用許可他関係書類一切」（以下「本件対象公文書①」という。）の公文書開示請求（以

下「本件開示請求①」という。）に対し、実施機関が「ふれあい参観日・ふれあいの日

行事のご案内（平成２３年１１月６日開催及び平成２４年１１月１１日開催）」（以下

「案内文」という。）だけを本件対象公文書①として開示した決定は、取り消すべきで

す。 
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なお、実施機関は、改めて本件対象公文書①として案内文とともに平成２０年５

月１日付け「学校施設目的外使用許可の取り扱い変更について」（教育委員会施設

課）（以下「取り扱い変更通知」という。）を開示決定すべき旨付言します。 

２ 諮問第６４号事案、諮問第６６号事案及び諮問第６８号事案 

「小学校教育研究会の駐車場として○○小グランド使用許可他関係書類一切（平成

２４年１月１９日、平成２５年１月１７日及び同年６月１３日）」（以下「本件対象公

文書②」という。）の公文書開示請求（以下「本件開示請求②」という。）に対し、実

施機関が不存在とした決定は、妥当です。 

 

第２  異議申立ての趣旨 

 

１ 諮問第６２号事案及び諮問第６５号事案 

異議申立人（以下「申立人」という。）の異議申立ての趣旨は、要するに、本件開示

請求①に対し、実施機関が案内文だけを対象公文書①として開示した決定を取り消し、

グランド使用許可関係書類を開示するよう求めているものと思われます。 

２ 諮問第６４号事案、諮問第６６号事案及び諮問第６８号事案 

申立人の異議申立ての趣旨は、要するに、本件開示請求②に対し、実施機関が不存

在とした決定を取り消し、グランド使用許可関係書類を開示するよう求めているもの

と思われます。 

   

第３  申立人の主張の要旨 

 

申立人の異議申立書及び意見書等での主張を要約すると、おおむね次のとおりです。 

１ 諮問第６２号事案及び諮問第６５号事案 

（１） 担当課は教育委員会事務局施設課（以下「施設課」という。）ではなく、○○

小であるべきである。 

（２） グランド使用許可書がない根拠を示せ。「備考」欄記載の説明は、市民にとっ

てわかりにくい。 

（３） 案内文はＰＴＡ活動の書類であり、対象公文書ではない。 

２ 諮問第６４号事案、諮問第６６号事案及び諮問第６８号事案 

（１） 学校設置目的内利用の場合、口頭で良い根拠を示せ。 

（２） グランドが駐車場として使用が認められる根拠を示せ。 

 

第４  実施機関の主張の要旨 

 

実施機関の説明書等での主張を要約すると、おおむね次のとおりです。 
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１ 諮問第６２号事案及び諮問第６５号事案 

（１） 学校施設の財産管理事務は施設課が行っている。 

（２） 学校施設の設置目的に沿ったＰＴＡ活動に係る学校施設使用は、「単位ＰＴＡ

の活動における学校施設使用に関する取扱方針（平成２０年４月１日教育長決裁）」  

（以下「取扱方針」という。）を定め、目的外使用許可の取扱いから除いており、  

使用許可の書類はないので、その旨記載したものである。 

（３） 案内文は、○○小が作成し、組織的に保有しているものであるから、公文書で

ある。 

２ 諮問第６４号事案、諮問第６６号事案及び諮問第６８号事案 

（１） 小学校教育研究会（以下「研究会」という。）は、小学校教育関係者の資質向

上と小学校教育の振興を図ることを目的としているため、研究会開催に伴う駐車場

の確保のためのグランド使用は、学校が学校教育の目的に使用する場合に該当する

ため、書面による手続きは行っていない。 

（２） グランドを体育授業以外の駐車場等に使用する場合は、学校長や教育委員会が、

学校施設の確保に関する政令や広島市財産規則等の規定に基づいて、使用者や使用

目的等を確認し、その可否を判断することとしている。 

 

第５  審査会の判断理由 

 

当審査会としては、必要な調査を行い、広島市情報公開条例（平成１３年広島市条例

第６号。以下「条例」という。）に則して検討した結果、以下のとおり判断します。 

１ 学校施設は、本来その設置目的である学校教育のために使用されるべき行政財産で

すが、地方自治法第２３８条の４第７項の規定により、その用途又は目的を妨げない

限度においてその使用を許可することができるとされています。 

  本市においては、財産の管理等に関する事務の取扱いは広島市財産規則等関係諸規

程に基づいて行っており、目的外使用許可は広島市財産規則第２８条の規定により、

所定の申請書を申請者から提出させることとなっています。 

  また、教育機関の長に対する事務委任規程第２条の規定により、使用期間が７日未

満の目的外使用許可は、学校長の権限で行うこととなっています。 

２ 諮問第６２号事案及び諮問第６５号事案 

（１） 単位ＰＴＡが学校施設を使用する場合は、従前は学校施設目的外使用許可を申

請する取り扱いをしていましたが、取扱方針の決定に基づく各学校長あての取り扱

い変更通知により、平成２０年度以降は、ＰＴＡ主催の文化活動やバザー等単位Ｐ

ＴＡの学校施設目的に沿った活動の場合は、学校長の判断により口頭許可する取り

扱いに変更したことが認められます。 

（２） ＰＴＡ主催行事に関する○○小グランド使用許可については、上記のとおり目
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的外使用許可として取り扱っておらず、口頭許可しているものであるため、当該使

用許可書類は存在しないとする実施機関の主張は妥当であると考えられます。 

   一方、実施機関としては、本件開示請求書の「・・・使用許可他関係書類一切」

という抽象的な記載だけでは、具体的にどの範囲までの文書を求めているのか理解

しがたく、対象公文書①の範囲を一義的に判断することは困難であると考えられま

す。 

しかし、本件開示請求前の実施機関と申立人との本件に関するやり取りから、実

施機関は当該使用許可が適切になされたかどうかを申立人は確認したいため本件開

示請求に及んだことを認識していたと考えられますから、申立人の請求の趣旨を慮

れば、直接的な当該使用許可関係書類だけでなく、口頭許可の根拠となる取り扱い

変更通知も対象公文書①に含まれると解することが適切であったのではないかと考

えられます。 

（３） なお、開示決定等は条例第１１条第１項の規定により実施機関である教育委員

会が行うものであり、実施機関内の担当課の違いにより開示決定等に影響を及ぼす

ものではありませんが、広島市教育委員会事務局事務分掌規則第２条第２項第１６

号の規定により施設課が「学校施設の目的外使用に関すること」の事務を所掌して

いることから、担当課が施設課であることに問題はないと考えられます。 

３ 諮問第６４号事案、諮問第６６号事案及び諮問第６８号事案 

（１） 教員は、教育公務員特例法第２２条第２項の規定により、授業に支障のない限

り、本属長の承認を受けて、勤務場所を離れて研修を行うことができることとされ

ています。 

実施機関が、研究会は小学校教育関係者の資質向上と小学校教育の振興を図るこ

とを目的とした研修として位置づけ、研究会開催に伴う駐車場の確保のためのグラ

ンド使用は、学校教育の目的に使用する場合に該当すると判断し、広島市財産規則

に基づく目的外使用許可の申請は必要ないとしていることが認められます。 

 （２） また、学校施設の設置目的に沿った使用の場合、多くの学校では口頭による申

請、許可又は承認により対応していたことは、平成２５年７月２日付け「学校以外

の団体による学校施設の使用について（通知）」（施設課長）で示されており、この

通知後、所定の使用申込書を提出するようにしていることが認められます。 

 （３） これらのことから、本件開示請求②で求めている時点での研究会開催に伴う駐

車場の確保のためのグランド使用関係書類はないとする実施機関の説明に不合理な

点はないため、実施機関が本件対象公文書②を不存在とした決定をしたことは、妥

当と考えられます。 

 

以上により、「第１ 審査会の結論」のとおり判断するものです。 
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別紙１ 

審査会の処理経過 

 

年  月  日 処  理  内  容 

 ２５． １．１１  広市教施第１００６３号の諮問を受理（諮問第６２号で受理） 

 

 ２５． １．２５  広市教施第１００６７号の諮問を受理（諮問第６４号で受理） 

 

 ２５． ２． ６  広市教施第１００７７号の諮問を受理（諮問第６５号で受理） 

 

 ２５． ３． ４  広市教施第１００８３号の諮問を受理（諮問第６６号で受理） 

 

 ２５． ７．１８  広市教施第４４号の諮問を受理（諮問第６８号で受理） 

 

 ２６． １．２８ 

 （第１回審査会） 

審議 

 ２６． ３．１８ 

 （第２回審査会） 

審議 

２６． ４．２５ 

 （第３回審査会） 

審議 

 ２６． ６．１３ 

 （第４回審査会） 

審議 
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